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「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律施行規則の策定について」に関し、別紙

のとおり意見を提出します。 

 
 
 



「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律施行規則の策定について」に

関する意見 

 
  
 標題の件につきまして、意見提出の機会をいただきまことにありがとうござ

います。 
 当協会からの意見を提出いたしますので、ご査収のほどよろしくお願いいた

します。 
 
 法律第九条における電気通信事業者とは、文面から携帯電話事業者であると

読みとれますが、「特定電子メールの送信の適正化等に関する法律施行規則の策

定について（以下「策定」という。）の中では、特に言及されている部分があり

ません。よって、将来的に、インターネット接続サービスプロバイダー（以下

「ISP」という。）においても、「役務に関する情報の提供を行うように努めなけ

ればならない」「特定電子メールの送受信上の支障の防止に資する技術の開発又

は導入に努めなければならない」義務が発生しかねません。よって明確に、携

帯電話事業者が対象であることを追記していただきますようお願いいたします。 
 
 法律第十条における第一種電気通信事業者とは、携帯電話事業者を指してい

ると思われますが、策定の中では、特に言及されている部分がありません。よ

って第一種電気通信事業者である ISP が含まれます。ここでも明確に、携帯電
話事業者が対象であることを追記していただきますようお願いいたします。 
 
 


